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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　防腐防カビ剤と、溶媒として、アジピン酸ジイソノニルまたはジイソプロピルナフタリ
ンとを内包するマイクロカプセルを含有することを特徴とする、木材保存剤。
【請求項２】
　前記マイクロカプセルが、さらに、防蟻防虫剤を内包することを特徴とする、請求項１
に記載の木材保存剤。
【請求項３】
　さらに、防蟻防虫剤を内包するマイクロカプセルを含有することを特徴とする、請求項
１に記載の木材保存剤。
【請求項４】
　前記マイクロカプセルの被膜の厚さが、０．５μｍ以下であることを特徴とする、請求
項１～３のいずれかに記載の木材保存剤。
【請求項５】
　前記防腐防カビ剤が、３－ヨード－２－プロピニルブチルカルバメートおよび／または
１－［［２－（２，４－ジクロロフェニル）－４－ｎ－プロピル－１，３－ジオキソラン
－２－イル］メチル］－１Ｈ－１，２，４－トリアゾールであることを特徴とする、請求
項１～４のいずれかに記載の木材保存剤。
【請求項６】
　日本木材保存協会規格の「表面処理用木材防腐剤の室内防腐効力試験方法および性能基
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準（ＪＷＰＳ－ＦＷ－Ｓ．１）」に規定する防腐効力試験において、オオウズラタケ、カ
ワラタケおよびナミダタケの各供試菌に対する、スギ、ブナおよびアカマツの各処理試験
体の平均質量減少率が３％未満であることを特徴とする、請求項１～５のいずれかに記載
の木材保存剤。
【請求項７】
　日本木材保存協会規格の「表面処理用木材防蟻剤の室内防蟻効力試験方法および性能基
準（ＪＷＰＳ－ＴＷ－Ｓ．１）」に規定する防蟻効力試験において、供試虫に対する、ク
ロマツ、アカマツおよびスギの各処理試験体についての平均質量減少率が３％未満である
ことを特徴とする、請求項１～６のいずれかに記載の木材保存剤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、防腐効力や防カビ効力が高く、しかもその残効性に優れた木材保存剤に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　一般工業用材料や土木工業用材料などに使用される木材には、腐朽や食害などからの保
護を目的として、木材保存剤による処理が施されている。このような木材保存剤は、一般
に、防腐防カビ剤を有効成分とし、油剤や乳剤などの液剤や、層状ケイ酸塩などの担体に
吸着させた粒剤として用いられている。
　一方、木材保存剤として、ネオニコチノイド系化合物などを有効成分としてマイクロカ
プセル化した防蟻剤が知られている（特許文献１）。
【特許文献１】特開２０００－２４７８２１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかるに、上記した防腐防カビ剤を有効成分とする木材保存剤では、木材に対する処理
直後から有効成分が暴露されるので、その防腐防カビ効力を発揮しやすいものの、有効成
分の揮散が避けられず、長期間にわたって防腐防カビ効果を発揮させることが困難である
。
　一方、上記した防蟻剤は、優れた防蟻効力を長期にわたって発揮することができるもの
の、防腐防カビ効果は期待できない。
【０００４】
　そこで、本発明の目的は、優れた防腐効力や防カビ効力を長期間にわたって維持するこ
とのできる木材保存剤を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは、上記目的を達成するために、木材保存用途で優れた防腐防カビ効果を持
続させることについて、鋭意検討したところ、防腐防カビ剤を有効成分としてマイクロカ
プセル化することにより、上記の課題を解決できるとの知見を見出し、さらに研究を進め
た結果、本発明を完成するに至った。
　すなわち、本発明は、
（１）　防腐防カビ剤と、溶媒として、アジピン酸ジイソノニルまたはジイソプロピルナ
フタレンとを内包するマイクロカプセルを含有することを特徴とする、木材保存剤、
（２）　前記マイクロカプセルが、さらに、防蟻防虫剤を内包することを特徴とする、前
記（１）に記載の木材保存剤、
（３）　さらに、防蟻防虫剤を内包するマイクロカプセルを含有することを特徴とする、
前記（１）に記載の木材保存剤、
（４）　前記マイクロカプセルの被膜の厚さが、０．５μｍ以下であることを特徴とする
、前記（１）～（３）のいずれかに記載の木材保存剤、
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（５）　前記防腐防カビ剤が、３－ヨード－２－プロピニルブチルカルバメートおよび／
または１－［［２－（２，４－ジクロロフェニル）－４－ｎ－プロピル－１，３－ジオキ
ソラン－２－イル］メチル］－１Ｈ－１，２，４－トリアゾールであることを特徴とする
、前記（１）～（４）のいずれかに記載の木材保存剤、
（６）　日本木材保存協会規格の「表面処理用木材防腐剤の室内防腐効力試験方法および
性能基準（ＪＷＰＳ－ＦＷ－Ｓ．１）」に規定する防腐効力試験において、オオウズラタ
ケ、カワラタケおよびナミダタケの各供試菌に対する、スギ、ブナおよびアカマツの各処
理試験体の平均質量減少率が３％未満であることを特徴とする、前記（１）～（５）のい
ずれかに記載の木材保存剤、
（７）　日本木材保存協会規格の「表面処理用木材防蟻剤の室内防蟻効力試験方法および
性能基準（ＪＷＰＳ－ＴＷ－Ｓ．１）」に規定する防蟻効力試験において、供試虫に対す
る、クロマツ、アカマツおよびスギの各処理試験体についての平均質量減少率が３％未満
であることを特徴とする、前記（１）～（６）のいずれかに記載の木材保存剤
を提供するものである。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明の木材保存剤によれば、防腐防カビ剤がマイクロカプセルに内包されることで、
木材に処理した後、その防腐防カビ効果を長期にわたって発揮することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　本発明の木材保存剤は、マイクロカプセルに、必須の有効成分として防腐防カビ剤を内
包させている。
　本発明において、防腐防カビ剤は、防腐剤および／または防カビ剤であって、特に限定
されるものではなく、例えば、有機ヨード系化合物、トリアゾール系化合物、スルファミ
ド系化合物、ビス四級アンモニウム塩系化合物、四級アンモニウム塩系化合物、フタロニ
トリル系化合物、ジチオール系化合物、チオフェン系化合物、チオカルバメート系化合物
、ニトリル系化合物、フタルイミド系化合物、ハロアルキルチオ系化合物、ピリジン系化
合物、ピリチオン系化合物、ベンゾチアゾール系化合物、トリアジン系化合物、グアニジ
ン系化合物、尿素系化合物、イミダゾール系化合物、イソチアゾリン系化合物、ニトロア
ルコール系化合物などの防腐防カビ剤が挙げられる。
【０００８】
　有機ヨード系化合物としては、例えば、３－ヨード－２－プロピニルブチルカルバメー
ト（慣用名：ＩＰＢＣ）、ｐ－クロロフェニル－３－ヨードプロパルギルホルマール（商
品名：ＩＦ－１０００、長瀬産業（株）製）、１－［［（３－ヨード－２－プロピニル）
オキシ］メトキシ］－４－メトキシベンゼン、３－ブロモ－２，３－ジヨード－２－プロ
ペニルエチルカーボネート（商品名：サンプラス、（株）三共製）などが挙げられる。
【０００９】
　トリアゾール系化合物としては、例えば、１－［［２－（２，４－ジクロロフェニル）
－４－ｎ－プロピル－１，３－ジオキソラン－２－イル］メチル］－１Ｈ－１，２，４－
トリアゾール（慣用名：プロピコナゾール）、α－［２－（４－クロロフェニル）エチル
］－α－（１，１－ジメチルエチル）－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－１－エタノー
ル（慣用名：テブコナゾール）、α－（４－クロロフェニル）－α－（１－シクロプロピ
ルエチル）－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－１－エタノール（慣用名：シプロコナゾ
ール）、１－［［２－（２，４－ジクロロフェニル）－１，３－ジオキソラン－２－イル
］メチル］－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール（慣用名：アザコナゾール）などが挙げら
れる。
【００１０】
　スルファミド系化合物としては、例えば、Ｎ－ジクロロフルオロメチルチオ－Ｎ’，Ｎ
’－ジメチル－Ｎ－フェニルスルファミド（商品名：プリベントールＡ４／Ｓ、バイエル
製）、Ｎ－ジクロロフルオロメチルチオ－Ｎ’，Ｎ’－ジメチル－Ｎ－４－トリルスルフ
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ァミド（商品名：プリベントールＡ５、バイエル製）などが挙げられる。
　ビス四級アンモニウム塩系化合物としては、例えば、Ｎ，Ｎ’－ヘキサメチレンビス（
４－カルバモイル－１－デシルピリジニウムブロマイド）（商品名：ダイマー３８、イヌ
イ社製）、Ｎ，Ｎ’－ヘキサメチレンビス（４－カルバモイル－１－デシルピリジニウム
アセテート）（商品名：ダイマー３８Ａ、イヌイ社製）、４，４’－（テトラメチレンジ
カルボニルジアミノ）ビス（１－デシルピリジニウムブロマイド）（商品名：ダイマー１
３６、イヌイ社製）、４，４’－（テトラメチレンジカルボニルジアミノ）ビス（１－デ
シルピリジニウムアセテート）（商品名：ダイマー１３６Ａ、イヌイ社製）などが挙げら
れる。
【００１１】
　四級アンモニウム塩系化合物としては、例えば、ジ－ｎ－デシル－ジメチルアンモニウ
ムクロライド、１－ヘキサデシルピリジニウムクロライド、ヘキサデシルトリメチルアン
モニウムブロマイド、ヘキサデシルトリメチルアンモニウムクロライド、塩化ベンザルコ
ニウム、コータミンＤ１０ＥＰＲ（花王製）などが挙げられる。
　フタロニトリル系化合物としては、例えば、２，４，５，６－テトラクロロイソフタロ
ニトリル（商品名：ノプコサイドＮ－９６、サンノプコ（株）製）などが挙げられる。
【００１２】
　ジチオール系化合物としては、例えば、４，５－ジクロロ－１，２－ジチオール－３－
オンなどが挙げられる。
　チオフェン系化合物としては、例えば、３，３，４－トリクロロテトラヒドロチオフェ
ン－１，１－ジオキシド、３，３，４，４－テトラクロロテトラヒドロチオフェン－１，
１－ジオキシドなどが挙げられる。
【００１３】
　チオカルバメート系化合物としては、例えば、テトラメチルチウラムジスルフィドなど
が挙げられる。
　ニトリル系化合物としては、例えば、２，４，５，６－テトラクロロイソフタロニトリ
ルなどが挙げられる。
　フタルイミド系化合物としては、例えば、Ｎ－１，１，２，２－テトラクロロエチルチ
オ－テトラヒドロフタルイミド（Ｃａｐｔａｆｏｌ）、Ｎ－トリクロロメチルチオ－テト
ラヒドロフタルイミド（Ｃａｐｔａｎ）、Ｎ－ジクロロフルオロメチルチオフタルイミド
（Ｆｌｕｏｒｆｏｌｐｅｔ）、Ｎ－トリクロロメチルチオフタルイミド（Ｆｏｌｐｅｔ）
などが挙げられる。
【００１４】
　ハロアルキルチオ系化合物としては、例えば、Ｎ－ジメチルアミノスルホニル－Ｎ－ト
リル－ジクロロフルオロメタンスルファミド（Ｔｏｌｙｌｆｌｕａｎｉｄｅ）、Ｎ－ジメ
チルアミノスルホニル－Ｎ－フェニル－ジクロロフルオロメタンスルファミド（Ｄｉｃｈ
ｌｏｆｌｕａｎｉｄｅ）、Ｎ－（フルオロジクロロメチルチオ）－Ｎ、Ｎ’－ジメチル－
Ｎ－フェニル－スルファミドなどが挙げられる。
【００１５】
　ピリジン系化合物としては、例えば、２，３，５，６－テトラクロロ－４－（メチルス
ルフォニル）ピリジンなどが挙げられる。
　ピリチオン系化合物としては、例えば、ジンクピリチオン、ナトリウムピリチオンなど
が挙げられる。
　ベンゾチアゾール系化合物としては、例えば、２－（４－チオシアノメチルチオ）ベン
ゾチアゾールなどが挙げられる。
【００１６】
　トリアジン系化合物としては、例えば、２－メチルチオ－４－ｔ－ブチルアミノ－６－
シクロプロピルアミノ－ｓ－トリアジンなどが挙げられる。
　グアニジン系化合物としては、例えば、１，６－ジ－（４’－クロロフェニルジグアニ
ド）－ヘキサン、ポリヘキサメチレンビグアニジン塩酸塩などが挙げられる。
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　尿素系化合物としては、例えば、３－（３，４－ジクロロフェニル）－１，１－ジメチ
ルウレアなどが挙げられる。
【００１７】
　イミダゾール系化合物としては、例えば、メチル－２－ベンズイミダゾールカルバメー
ト、メチル－２－ベンズイミダゾールカルバメート塩酸塩、２－（４－チアゾリル）－ベ
ンズイミダゾールなどが挙げられる。
　イソチアゾリン系化合物としては、例えば、２－メチル－４－イソチアゾリン－３－オ
ン、２－ｎ－オクチル－４－イソチアゾリン－３－オン、５－クロロ－２－メチル－４－
イソチアゾリン－３－オン、５－クロロ－２－ｎ－オクチル－４－イソチアゾリン－３－
オン、４－クロロ－２－ｎ－オクチル－４－イソチアゾリン－３－オン、４，５－ジクロ
ロ－２－ｎ－オクチル－４－イソチアゾリン－３－オン、１，２－ベンツイソチアゾリン
－３－オン、Ｎ－ｎ－ブチル－１，２－ベンツイソチアゾリン－３－オンなどが挙げられ
る。
【００１８】
　ニトロアルコール系化合物としては、例えば、２－ブロモ－２－ニトロプロパン－１，
３－ジオール、２，２－ジブロモ－２－ニトロ－１－エタノールなどが挙げられる。
　上記例示の防腐防カビ剤は、単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。上記
例示の防腐防カビ剤の中では、特に、有機ヨード系化合物、トリアゾール系化合物を用い
ることが好ましく、有機ヨード系化合物を用いることがより好ましい。防腐防カビ剤とし
て、有機ヨード系防腐防カビ剤やトリアゾール系防腐防カビ剤を選択することによって、
優れた防腐防カビ効果を得ることができる。
【００１９】
　また、本発明の木材保存剤は、必要に応じて、マイクロカプセルに、任意の有効成分と
して、さらに防蟻防虫剤を内包させてもよい。
　本発明において、防蟻防虫剤は、防蟻剤および／または防虫剤であって、特に限定され
るものではなく、例えば、ネオニコチノイド系化合物、ピレスロイド系化合物、有機塩素
系化合物、有機リン系化合物、カルバメート系化合物、植物またはその処理物などの防蟻
防虫剤が挙げられる。
【００２０】
　ネオニコチノイド系化合物は、塩素原子置換含窒素複素環と、ニトロ置換イミノ基（Ｃ
＝Ｎ－ＮＯ2）含有化合物とが、２価の炭化水素基を介して結合している化合物である。
このネオニコチノイド系化合物としては、例えば、（Ｅ）－１－（２－クロロ－１，３－
チアゾール－５－イルメチル）－３－メチル－２－ニトログアニジン（一般名：クロチア
ニジン）、Ｎ－アセチル－Ｎ－（２－クロロチアゾール－５－イル）メチル－Ｎ’－メチ
ル－Ｎ”－ニトログアニジン、Ｎ－（２－クロロチアゾール－５－イル）メチル－Ｎ－メ
トキシカルボニル－Ｎ’－メチル－Ｎ”－ニトログアニジン、１－（６－クロロ－３－ピ
リジルメチル）－Ｎ－ニトロイミダゾリン－２－イリデンアミン（一般名：イミダクロプ
リド）、３－（２－クロロ－チアゾール－５－イルメチル）－５－［１，３，５］オキサ
ジアジナン－４－イルインデン－Ｎ－ニトロアミン（一般名：チアメトキサム）、（Ｅ）
－Ｎ－［（６－クロロ－３－ピリジル）メチル］－Ｎ’－シアノ－Ｎ－メチルアセタミジ
ン（一般名：アセタミプリド）、（ＥＳ）－１－メチル－２－ニトロ－３－（テトラヒド
ロ－３－フリルメチル）グアニジン（一般名：ジノテフラン）などが挙げられる。
【００２１】
　ピレスロイド系化合物としては、例えば、アレスリン、ペルメトリン、トラロメトリン
、ビフェントリン、アクリナトリン、アルファシペルメトリン、シフルトリン、シフェノ
トリン、プラレトリン、エトフェンプロックス、シラフルオフェン、サイフルスリン、パ
ーメスリン、トラロメスリン、フェンバレレート、Ｈｏｅ－４９８などが挙げられる。
　有機塩素系化合物としては、例えば、ケルセンなどが挙げられる。有機リン系化合物と
しては、例えば、ホキシム、ピリダフェンチオン、フェニトロチオン、テトラクロルビン
ホス、ジクロフェンチオン、プロペタンホスなどが挙げられる。カルバメート系化合物と



(6) JP 4328264 B2 2009.9.9

10

20

30

40

50

しては、例えば、カルバリル、フェノブカルブ、プロポクスルなどが挙げられる。
【００２２】
　植物またはその処理物としては、例えば、ヒバ、サウスレア属、マグノリア属、アトラ
クティロデス属、レデボウリエア属、パエオニア属、プソラレア属、ミリスチカ属、クル
クマ属、フムルス属、ソホラ属などの植物またはその処理物が挙げられる。
　ヒバの処理物としては、例えば、ヒバの抽出物や滲出物などが挙げられる。より具体的
には、例えば、ヒバチップ（ヒバおがくず）を水蒸気蒸留することにより、油相と水相に
分離すれば、その油相をヒバ油として用いることができる。ヒバ油には、主成分としての
ツヨプセンやセドロールなどのセスキテルペンやセスキテルペンアルコールなどの中性成
分と、ヒノキチオール、β－ドラブリン、シトロネル酸、カルバクロールなどのトロポロ
ン類、カルボン酸やフェノールなどの酸性成分とが含まれている。中性成分と酸性成分と
の含有比率は、通常、中性成分が９０％、酸性成分が１０％である。そして、ヒバ油にア
ルカリ水溶液を加えて抽出すれば、その抽出成分として酸性成分からなるヒバ酸性油を得
ることができ、また、その残余成分として中性成分からなるヒバ中性油を得ることができ
る。
【００２３】
　また、ヒバチップから水蒸気蒸留でヒバ油を抽出するときに、留出する水に含まれてい
るヒバの酸性成分を吸着樹脂で吸着・脱着することにより、ヒバ樹脂油を得ることができ
る。また、これら、ヒバ油、ヒバ中性油、ヒバ酸性油、ヒバ樹脂油は、市販されているも
のを用いることもできる。
　サウスレア（Saussurea）属としては、例えば、モッコウが挙げられ、その処理物とし
ては、例えば、特許第３３７０６１０号公報に記載されるサウスレア属の抽出物や滲出物
などが用いられる。より具体的には、例えば、モッコウを、アセトンやメタノールなどの
抽出溶媒を用いて抽出した、モッコウ抽出エキスが用いられる。
【００２４】
　マグノリア（Magnolia）属としては、例えば、コウボクが挙げられ、その処理物として
は、例えば、特許第３３２６１４８号公報に記載されるマグノリア属の抽出物や滲出物な
どが用いられる。より具体的には、例えば、コウボクを、アセトンやメタノールなどの抽
出溶媒を用いて抽出した、コウボク抽出エキスが用いられる。
　アトラクティロデス（Atractylodes）属としては、例えば、ソウジュツが挙げられ、そ
の処理物としては、例えば、特許第３３２６１４８号公報に記載されるアトラクティロデ
ス属の抽出物や滲出物などが用いられる。より具体的には、例えば、ソウジュツを、アセ
トンやメタノールなどの抽出溶媒を用いて抽出した、ソウジュツ抽出エキスが用いられる
。
【００２５】
　レデボウリエア（Ledebouriella）属としては、例えば、ボウフウが挙げられ、その処
理物としては、例えば、特許第３３２６１４８号公報に記載されるレデボウリエア属の抽
出物や滲出物などが用いられる。より具体的には、例えば、ボウフウを、アセトンやメタ
ノールなどの抽出溶媒を用いて抽出した、ボウフウ抽出エキスが用いられる。
　パエオニア（Paeonia）属としては、例えば、ボタンピが挙げられ、その処理物として
は、例えば、上記の特許第３３２６１４８号公報に準拠したパエオニア属の抽出物や滲出
物などが用いられる。より具体的には、例えば、ボタンピを、アセトンやメタノールなど
の抽出溶媒を用いて抽出した、ボタンピ抽出エキスが用いられる。
【００２６】
　プソラレア（Psoralea）属としては、例えば、ハコシが挙げられ、その処理物としては
、例えば、上記の特許第３３２６１４８号公報に準拠したプソラレア属の抽出物や浸出物
などが用いられる。より具体的には、例えば、ハコシを、アセトンやメタノールなどの抽
出溶媒を用いて抽出した、ハコシ抽出エキスが用いられる。
　ミリスチカ（Myristica）属としては、例えば、ニクズクが挙げられ、その処理物とし
ては、例えば、上記の特許第３３２６１４８号公報に準拠したミリスチカ属の抽出物や浸
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出物などが用いられる。より具体的には、例えば、ニクズクを、アセトンやメタノールな
どの抽出溶媒を用いて抽出した、ニクズク抽出エキスが用いられる。
【００２７】
　クルクマ（Curcuma）属としては、例えば、ウコンが挙げられ、その処理物としては、
例えば、特許第３３７０６１０号公報に記載されるクルクマ属の抽出物や滲出物などが用
いられる。より具体的には、例えば、ウコンを、アセトンやメタノールなどの抽出溶媒を
用いて抽出した、ウコン抽出エキスが用いられる。
　フムルス（Humulus）属としては、例えば、ホップが挙げられ、その処理物としては、
例えば、特許第３３２６１４８号公報に記載されるフムルス属の抽出物や滲出物などが用
いられる。より具体的には、例えば、ホップを、アセトンやメタノールなどの抽出溶媒を
用いて抽出した、ホップ抽出エキスが用いられる。
【００２８】
　ソホラ（Sophora）属としては、例えば、クジンが挙げられ、その処理物としては、例
えば、特許第２９８９７２９号公報に記載されるソホラ属の抽出物や滲出物などが用いら
れる。より具体的には、例えば、クジンを、アセトンやメタノールなどの抽出溶媒を用い
て抽出した、クジン抽出エキスが用いられる。
　上記例示の防蟻防虫剤は、単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。上記例
示の防蟻防虫剤の中では、特に、ネオニコチノイド系防蟻防虫剤、ピレスロイド系防蟻防
虫剤を用いることが好ましく、ネオニコチノイド系防蟻防虫剤を用いることがより好まし
い。
【００２９】
　本発明において、マイクロカプセルの調製方法は、特に限定されるものではなく、化学
的方法、物理化学的方法、物理的および機械的方法など、公知の方法を採用することがで
きる。
　化学的方法としては、例えば、界面重合法、ｉｎ　ｓｉｔｕ　重合法、液中硬化被膜法
などが挙げられる。
【００３０】
　界面重合法としては、例えば、多塩基酸ハライドとポリオールとを界面重合させてポリ
エステルからなる膜を形成する方法、多塩基酸ハライドとポリアミンとを界面重合させて
ポリアミドからなる膜を形成する方法、ポリイソシアネートとポリオールとを界面重合さ
せてポリウレタンからなる膜を形成する方法、ポリイソシアネートとポリアミンとを界面
重合させてポリウレアからなる膜を形成する方法などが用いられる。
【００３１】
　ｉｎ　ｓｉｔｕ　重合法では、例えば、スチレンとジビニルベンゼンとを共重合させて
ポリスチレン共重合体からなる膜を形成する方法、メチルメタクリレートとｎ－ブチルメ
タクリレートとを共重合させてポリメタクリレート共重合体からなる膜を形成する方法な
どが用いられる。
　液中硬化法では、例えば、ゼラチン、ポリビニルアルコール、エポキシ樹脂、アルギン
酸ソーダなどを液中で硬化させる方法が用いられる。
【００３２】
　物理化学的方法としては、例えば、単純コアセルベーション法、複合コアセルベーショ
ン法、ｐＨコントロール法、非溶媒添加法などの水溶液からの相分離法や、有機溶媒から
の相分離法などのコアセルベーション法などが用いられる。この物理化学的方法における
膜形成成分には、例えば、ゼラチン、セルロース、ゼラチン－アラビアゴムなどが挙げら
れる。また、ポリスチレンなどを用いる界面沈降法などを採用することもできる。
【００３３】
　物理的および機械的方法としては、例えば、スプレードライング法、気中懸濁被膜法、
真空蒸着被膜法、静電的合体法、融解分散冷却法、無機質壁カプセル化法などが用いられ
る。この物理的および機械的方法における膜形成成分には、例えば、ゼラチン、アラビア
ゴム、ポリビニルピロリドン、カルボキシメチルセルロース、メチルセルロース、アルギ
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ン酸ナトリウムなどが挙げられる。
【００３４】
　本発明において、上記したいずれの方法によってマイクロカプセルを調製するかは、有
効成分の種類、使用目的、用途などによって、適宜選択することができる。例えば、上記
した有効成分を、マイクロカプセルに高濃度で内包させるには、界面重合法を用いること
が好ましい。
　次に、界面重合法によるマイクロカプセルの調製方法について、より詳細に説明する。
【００３５】
　界面重合法によるマイクロカプセルの調製では、まず、有効成分（防腐防カビ剤を必須
成分、防蟻防虫剤を任意成分とする有効成分）と、油溶性膜形成成分と、溶媒とを含む油
相成分を調製する。
　油溶性膜形成成分としては、例えば、ポリイソシアネート、ポリカルボン酸クロライド
、ポリスルホン酸クロライドなどが挙げられる。
【００３６】
　ポリイソシアネートとしては、例えば、ジフェニルメタンジイソシアネート、トルエン
ジイソシアネートなどの芳香族ポリイソシアネート、例えば、ヘキサメチレンジイソシア
ネートなどの脂肪族ポリイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、水添キシリレン
ジイソシアネート、水添ジフェニルメタンジイソシアネートなどの脂環族ポリイソシアネ
ート、例えば、キシリレンジイソシアネート、テトラメチルキシリレンジイソシアネート
などの芳香脂肪族ポリイソシアネートなどが挙げられる。また、これらポリイソシアネー
トの誘導体、例えば、ダイマー、トリマー、ビウレット、アロファネート、カルボジイミ
ド、ウレットジオン、オキサジアジントリオンなどや、これらポリイソシアネートの変性
体、例えば、トリメチロールプロパンなどの低分子量のポリオールやポリエーテルポリオ
ールなどの高分子量のポリオールを予め反応させることにより得られるポリオール変性ポ
リイソシアネートなども挙げられる。
【００３７】
　ポリカルボン酸クロライドとしては、例えば、セバシン酸ジクロライド、アジピン酸ジ
クロライド、アゼライン酸ジクロライド、テレフタル酸ジクロライド、トリメシン酸ジク
ロライドなどが挙げられる。
　ポリスルホン酸クロライドとしては、例えば、ベンゼンスルホニルジクロライドなどが
挙げられる。
【００３８】
　上記例示の油溶性膜形成成分は、単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
上記例示の油溶性膜形成成分の中では、特に、ポリイソシアネートを用いることが好まし
く、さらには、脂肪族および脂環族のポリイソシアネート、とりわけ、ヘキサメチレンジ
イソシアネートやイソホロンジイソシアネートのトリマーやポリオール変性ポリイソシア
ネートを用いることが好ましい。
【００３９】
　溶媒は、アジピン酸ジイソノニル、または、ＫＭＣ－１１３（ジイソプロピルナフタレ
ン、沸点３００℃、呉羽化学工業（株）製）である。
【００４０】
　また、有効成分の効力を発揮させつつ、溶媒に起因する臭気を低減させるという観点か
ら、上記例示の有機溶媒の中でも特に、アジピン酸ジイソノニルを用いることが好ましい
。
　油相成分における各成分の配合割合は、特に限定されるものではないが、例えば、有効
成分の配合割合は、油相成分の総量１００重量部に対して、０．０２～９９．９重量部、
好ましくは、０．０５～９９重量部である。
【００４１】
　また、より具体的には、有効成分において、防腐防カビ剤の配合割合が、油相成分の総
量１００重量部に対して、０．０１～８０重量部、好ましくは、０．０５～５０重量部で
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あり、防蟻防虫剤が配合される場合には、その配合割合が、油相成分の総量１００重量部
に対して、０．０１～８０重量部、好ましくは、０．０５～５０重量部である。
　油溶性膜形成成分の配合割合は、油相成分１００重量部に対して、０．１～９９．９重
量部の範囲において配合可能である。なお、油溶性膜形成成分の配合割合が多くなると、
得られるマイクロカプセルの被膜が厚くなりすぎて、防腐防カビ効果や防蟻防虫効果が低
下する場合があり、逆に、油溶性膜形成成分の配合割合が少なくなると、マイクロカプセ
ルの被膜を形成することができなくなる場合がある。
【００４２】
　また、溶媒の配合割合は、各成分の残余の割合でよい。
　油相成分は、有効成分および油溶性膜形成成分を溶媒に配合して、攪拌混合することに
より調製することができる。
　また、油相成分には、とりわけ、有効成分において防蟻防虫剤が配合される場合には、
有効成分の分散性を向上させるべく、分散剤を配合してもよい。分散剤は特に限定される
ものではなく、例えば、エチルセルロース、エチルヒドロキシセルロース、エステルゴム
、フローレンＤＯＰＡ・１５Ｂ（変性アクリル共重合物、共栄社製）、フローレン７００
（分岐カルボン酸の部分エステル、共栄社製）などが挙げられる。また、本発明において
は、分散剤として、例えば、３級アミンを含む分子量１０００以上のものが好ましく用い
られる。
【００４３】
　３級アミンを含む分子量１０００以上の分散剤としては、３級アミンを含有するカチオ
ン系の高分子重合体、例えば、３級アミン含有ポリエステル変性ポリウレタン系高分子重
合体、３級アミン含有変性ポリウレタン系高分子重合体などが挙げられる。より具体的に
は、市販の分散剤、例えば、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６１（３級アミン含有ポリエステル
変性ポリウレタン系高分子重合体、分子量１０００００、ビッグケミー（株）製）、Ｄｉ
ｓｐｅｒｂｙｋ－１６３（３級アミン含有ポリエステル変性ポリウレタン系高分子重合体
、分子量５００００、ビッグケミー（株）製）、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６４（３級アミ
ン含有ポリエステル変性ポリウレタン系高分子重合体、分子量１００００～５００００、
ビッグケミー（株）製）、ＥＦＫＡ４６（３級アミン含有変性ポリウレタン系高分子重合
体、分子量８０００、ＥＦＫＡケミカル（株）製）、ＥＦＫＡ４７（３級アミン含有変性
ポリウレタン系高分子重合体、分子量１３０００、ＥＦＫＡケミカル（株）製）、ＥＦＫ
Ａ４８（３級アミン含有変性ポリウレタン系高分子重合体、分子量１８０００、ＥＦＫＡ
ケミカル（株）製）、ＥＦＫＡ４０５０（３級アミン含有変性ポリウレタン系高分子重合
体、分子量１２０００、ＥＦＫＡケミカル（株）製）、ＥＦＫＡ４０５５（３級アミン含
有変性ポリウレタン系高分子重合体、分子量１２０００、ＥＦＫＡケミカル（株）製）、
ＥＦＫＡ４００９（３級アミン含有変性ポリウレタン系高分子重合体、分子量５０００、
ＥＦＫＡケミカル（株）製）、ＥＦＫＡ４０１０（３級アミン含有変性ポリウレタン系高
分子重合体、分子量５０００、ＥＦＫＡケミカル（株）製）などが挙げられる。
【００４４】
　このような分散剤は、単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。また、上記
した市販の分散剤は、通常、上記した溶媒などに、その濃度が５０重量％以上となるよう
な割合で希釈されている。
　分散剤は、有効成分と、油溶性膜形成成分と、溶媒と、分散剤との、総量１００重量部
に対して、０．０１～９９．９９重量部の範囲において配合可能である。特に、２０重量
部以下、さらには１０重量部以下で配合することが好ましい。
【００４５】
　油相成分の調製において、有効成分に防蟻防虫剤が配合される場合には、例えば、有効
成分と、溶媒と、分散剤とを含むスラリーを調製し、さらに、スラリーを湿式粉砕した後
、このスラリーに油溶性膜形成成分を配合することが好ましい。
　湿式粉砕は、例えば、ビーズミル、ボールミル、またはロッドミルなどの公知の粉砕機
を用いて、所定時間実施すればよい。湿式粉砕することにより、有効成分を微細な粒子と



(10) JP 4328264 B2 2009.9.9

10

20

30

40

50

して分散させることができ、カプセル化率の向上、製剤安定性の向上、および効力増強を
図ることができる。
【００４６】
　また、このような湿式粉砕においては、有効成分の平均粒子径を、例えば、５μｍ以下
、さらには２．５μｍ以下とすることが好ましい。平均粒子径がこれより大きいと、マイ
クロカプセルに良好に内包できない場合がある。
　そして、湿式粉砕されたスラリーに、油溶性膜形成成分を配合するには、油溶性膜形成
成分をスラリーに加えて攪拌混合すればよい。
【００４７】
　界面重合法によるマイクロカプセルの調製では、次いで、このようにして調製された油
相成分を、水相成分に配合して、攪拌により界面重合させる。
　水相成分は、例えば、水に、必要により、分散安定剤を配合することによって調製する
ことができる。
　分散安定剤としては、例えば、アラビヤガムなどの天然多糖類、例えば、カルボキシメ
チルセルロースナトリウム、メチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロースなどの半
合成多糖類、ポリビニルアルコールなどの水溶性合成高分子、例えば、ナフタレンスルホ
ン酸塩ホルマリン重縮合物、アルキルナフタレンスルホン酸塩、ポリオキシエチレンアル
キルエーテルカルボン酸塩などのアニオン界面活性剤、例えば、ポリオキシアルキレンア
ルキルエーテル、ポリオキシエチレングリセリン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレング
リコール脂肪酸エステルなどのノニオン界面活性剤、カチオン界面活性剤、両性界面活性
剤などが挙げられる。これら分散安定剤は、単独で使用してもよく、２種以上を併用して
もよい。
【００４８】
　なお、分散安定剤の配合割合は、例えば、水相成分１００重量部に対して、例えば、２
０重量部以下、好ましくは、５重量部以下である。
　油相成分を水相成分に配合するには、油相成分を水相成分中に加えて、常温下、微小滴
になるまでミキサーなどによって攪拌すればよい。
　そして、攪拌により界面重合させるには、例えば、油相成分の分散後に、水溶性膜形成
成分を水溶液として滴下すればよい。
【００４９】
　水溶性膜形成成分としては、油溶性膜形成成分と反応して界面重合するものであれば、
特に制限されず、例えば、ポリアミンやポリオールなどが挙げられる。
　ポリアミンとしては、例えば、エチレンジアミン、プロピレンジアミン、ヘキサメチレ
ンジアミン、ジアミノトルエン、フェニレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチ
レンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、ペンタエチレンヘキサミン、ピペラジンな
どが挙げられる。
【００５０】
　ポリオールとしては、例えば、エチレングリコール、プロパンジオール、１，４－ブタ
ンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコール、ジエチレングリコー
ル、トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、シクロヘキサンジメタノール、
グリセリン、トリメチロールプロパン、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコ
ールなどが挙げられる。
【００５１】
　これら水溶性膜形成成分は、単独で使用してもよく、また２種以上併用してもよい。好
ましくは、ポリアミンが用いられる。
　また、水溶性膜形成成分を水溶液とするには、約５０重量％以下の濃度とすることが好
ましく、このような水溶液を、例えば、水溶性膜形成成分が、油溶性膜形成成分に対して
ほぼ等しい当量（例えば、ポリイソシアネートとポリアミンとが用いられる場合では、イ
ソシアネート基／アミノ基の当量比がほぼ１となる割合）となるまで滴下する。
【００５２】
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　このような水溶性膜形成成分の滴下により、水溶性膜形成成分と油溶性膜形成成分とが
、油相成分（溶媒）と水相成分（水）との界面で反応することにより、有効成分が内包さ
れるマイクロカプセルを、水分散液として得ることができる。
　この反応を促進するために、例えば、約２５～８５℃、好ましくは、約４０～８０℃で
、約３０分～２４時間、好ましくは、約１～３時間攪拌しつつ加熱することが好ましい。
【００５３】
　そして、このようにして得られるマイクロカプセル（水分散液として調製されるものを
含む。）に、必要により、増粘剤、凍結防止剤、比重調節剤などの公知の添加剤を適宜配
合することにより、木材保存剤を得ることができる。
　本発明の木材保存剤においては、有効成分の放出が過度に抑制されることを防止する観
点から、マイクロカプセルの被膜の厚さを０．５μｍ以下、とりわけ、０．０１～０．５
μｍとすることが好ましい。
【００５４】
　マイクロカプセルの被膜の厚さを０．５μｍ以下となるように、とりわけ、０．０１～
０．５μｍとなるように調製するには、油溶性膜形成成分の配合割合を、油相成分１００
重量部に対して、０．０１～３０重量部とすることが好ましく、１～２０重量部とするこ
とがより好ましい。
　本発明の木材保存剤において、マイクロカプセルは、体積基準の平均粒子径を６～１０
０μｍ、好ましくは１０～３０μｍに調整することが好ましい。
【００５５】
　マイクロカプセルの平均粒子径および粒子径は、例えば、市販されているレーザ回折／
散乱式粒度分布装置を用いて、粒子径の大きさとその分布状態（粒度分布）を測定するこ
とにより、求めることができる。
　なお、粒子径分布が正規分布となるマイクロカプセルを、目的とする平均粒子径に調整
するには、各種の方法によって異なるが、例えば、界面重合法では、油相成分を水相成分
に配合した後の攪拌速度を適宜選択することにより、平均粒子径を調整することができる
。例えば、平均粒子径が６μｍ以上、１００μｍ以下のマイクロカプセルを得るには、水
相成分の粘度が例えば、０．１～１Ｐａ・ｓ、好ましくは０．３～０．６Ｐａ・ｓである
場合において、その攪拌速度を、周速１３ｍ／ｓ未満、好ましくは０．１～１２ｍ／ｓに
設定すればよい。
【００５６】
　本発明の木材保存剤は、例えば、界面重合法によって製造されたマイクロカプセルのま
まの状態（水懸濁剤）で使用してもよく、また、例えば、粉剤、粒剤など、適宜公知の剤
型にさらに製剤化した上で使用してもよい。
　また、本発明の木材保存剤において、任意の有効成分である防蟻防虫剤は、上記のよう
に、防腐防カビ剤とともに、マイクロカプセルに内包させることができるが、さらに、別
途、防蟻防虫剤を内包するマイクロカプセルを上記の方法により調製して、その防蟻防虫
剤を内包するマイクロカプセルを、防腐防カビ剤を内包するマイクロカプセルに混合して
もよく、さらには、防腐防カビ剤および防蟻防虫剤を内包するマイクロカプセルに混合し
てもよい。
【００５７】
　なお、防腐防カビ剤を内包するマイクロカプセルと、防蟻防虫剤を内包するマイクロカ
プセルとを混合する場合において、両マイクロカプセルは、予め混合したものを現場で処
理してもよく、例えば、木材処理の現場において混合した後に処理してもよい。
　木材保存剤の使用方法は、特に限定されるものではないが、例えば、公知の散布方法に
よって処理対象の木材に散布すればよい。より具体的には、例えば、有効成分として、防
腐防カビ剤を０．０５～１０重量％含有し、防蟻防虫剤を０．０５～１０重量％含有する
水懸濁剤の場合、動力噴霧器または手動噴霧器を用いて、木材の表面に対して５０～３０
０ｇ／ｍ2で散布すればよい。
【００５８】
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　本発明の木材保存剤は、一般工業用材料、土木工業用材料などに使用される各種の木材
、およびそれを用いた木製製品に適用することができる。
　本発明の木材保存剤は、防腐防カビ剤がマイクロカプセルに内包されるので、木材に処
理した後、その防腐および／または防カビ効果、さらに防蟻剤がマイクロカプセルに内包
されている場合には、防蟻および／または防虫効果を、長期にわたって発揮することがで
きる。
【００５９】
　また、本発明の木材保存剤は、
（Ｉ）　日本木材保存協会規格の「表面処理用木材防腐剤の室内防腐効力試験方法および
性能基準（ＪＷＰＳ－ＦＷ－Ｓ．１）」に規定する防腐効力試験において、オオウズラタ
ケ、カワラタケおよびナミダタケの各供試菌に対する、スギ、ブナおよびアカマツの各処
理試験体の平均質量減少率が３％未満であることが好ましく、さらに、防蟻防虫剤を含有
する場合には、
（ＩＩ）　同規格の「表面処理用木材防蟻剤の室内防蟻効力試験方法および性能基準（Ｊ
ＷＰＳ－ＴＷ－Ｓ．１）」に規定する防蟻効力試験において、供試虫に対する、クロマツ
、アカマツおよびスギの各処理試験体についての平均質量減少率が３％未満であること、
が好ましい。
【００６０】
　上記（Ｉ）に示す防腐効力試験および上記（ＩＩ）に示す防蟻効力試験においては、後
述する実施例に示すように、平均質量減少率がそれぞれ５％未満であれば、防腐効力や防
蟻効力を有しており、さらに、上記（Ｉ）および（ＩＩ）に示す条件を満たす場合は、そ
の防腐効力や防蟻効力が極めて優れていることから、一般工業用材料、土木工業用材料な
どに使用される各種の木材、およびそれを用いた製品への適用に、極めて好適である。
【実施例】
【００６１】
　次に、実施例および比較例を挙げて、本発明をさらに詳細に説明するが、本発明は、こ
れらの実施例によって限定されるものではない。なお、以下の実施例および比較例に用い
る成分の略号と、商品名、製造メーカーなどを下記に示す。
・ＩＰＢＣ：３－ヨード－２－プロピニルブチルカルバメート（有機ヨード系防腐防カビ
剤）、ＩＰＢＣ含有量９７．０重量％、商品名「ＭＰ－１００」、バイエル社製
・プロピコナゾール：１－［［２－（２，４－ジクロロフェニル）－４－ｎ－プロピル－
１，３－ジオキソラン－２－イル］メチル］－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール（トリア
ゾール系防腐防カビ剤）、商品名「プロピコナゾール原体」、ＤＥＳＯＷＡＧ社製
・クロチアニジン：（Ｅ）－１－（２－クロロ－１，３－チアゾール－５－イルメチル）
－３－メチル－２－ニトログアニジン（ネオニコチノイド系防蟻防虫剤）、商品名「クロ
チアニジン原体」、住化武田農薬（株）製
・ＩＰＤＩ系ポリイソシアネート：イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）のトリメチ
ロールプロパン変性体（油溶性膜形成成分）、「タケネート　Ｄ－１４０Ｎ」（溶剤置換
物）、三井武田ケミカル（株）製
・変性ポリウレタン：３級アミン含有ポリエステル変性ポリウレタン（分散剤）、分子量
１００００～５００００、「Ｄｉｓｐｅｒ　ＢＹＫ－１６４」、ビックケミー（株）製
・ＰＶＯＨ：ポリビニルアルコール（分散安定剤）、「クラレポバール２１７」、クラレ
（株）製
・ナフタレンスルホン酸ホルムアルデヒド縮合物：アニオン界面活性剤（分散安定剤）、
「ニューカルゲンＦＳ－４」、竹本油脂（株）製
・ポリオキシアルキレンアルキルエーテル：ノニオン界面活性剤（分散安定剤）、「ナロ
アクティーＮ１００」、三洋化成（株）製
・凍結防止剤：プロピレングリコール、旭硝子（株）製
・増粘剤：ポリアクリル酸ナトリウム、商品名「レオジック２５０Ｈ」、日本純薬（株）
製
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・防腐剤：ヨードアセトアミド、商品名「デルトップ」、日本エンバイロケミカルズ（株
）製
・アルキルベンゼン：「ソルベッソ　１５０」（溶媒）、エクソン化学（株）製
・ジフェニルアルカン：「日石ハイゾール　ＳＡＳ－２９６」（溶媒）、新日本石油化学
（株）製
・ジイソプロピルナフタレン：「ＫＭＣ－１１３」（溶媒）、呉羽化学工業（株）製
　実施例１
　ＩＰＢＣ９ｇとアジピン酸ジイソノニル２１ｇとを配合して、ＩＰＢＣを３０重量％含
有するアジピン酸ジイソノニル溶液（以下、「ＩＰＢＣ３０％溶液」という。）を調製し
た後、このＩＰＢＣ３０％溶液にＩＰＤＩ系ポリイソシアネート５．３ｇを配合し、均一
になるまで攪拌して、油相成分としての油相混合液を得た。
【００６２】
　次いで、ＰＶＯＨ９ｇと、ナフタレンスルホン酸ホルムアルデヒド縮合物０．２２５ｇ
とを含有する水相成分としての水溶液１３２．５ｇに、上記油相混合液を配合して、常温
下、油相混合液が微小滴として分散するまで、Ｔ．Ｋ．オートホモミキサー（特殊機化工
業（株）製）で攪拌した。ミキサーの回転数は２０００ｍｉｎ-1であった。
　こうして得られた分散液を、７５℃の恒温槽中で３時間緩やかに攪拌させつつ、ジエチ
レントリアミン０．２ｇを滴下して反応させることによって、ＩＰＢＣを内包するマイク
ロカプセル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）の水分散液を得た。
【００６３】
　さらに、反応後の水分散液に、凍結防止剤と、増粘剤と、防腐剤と、水とを配合して、
全体の重量を２２５ｇに調整することによって、ＩＰＢＣを４重量％含有するマイクロカ
プセルタイプの木材保存剤を得た。
　実施例２
　上記ＩＰＢＣ３０％溶液に対するＩＰＤＩ系ポリイソシアネートの配合量を１５．６ｇ
とし、上記分散液に対するジエチレントリアミンの滴下量を０．５９ｇとしたこと以外は
、実施例１と同様にして、ＩＰＢＣを内包するマイクロカプセル（平均粒子径１０μｍ、
被膜の厚さ０．２５μｍ）を含有する木材保存剤（ＩＰＢＣ４重量％含有）を得た。
【００６４】
　実施例３
　上記ＩＰＢＣ３０％溶液に対するＩＰＤＩ系ポリイソシアネートの配合量を４６．８ｇ
とし、上記分散液に対するジエチレントリアミンの滴下量を１．７７ｇとしたこと以外は
、実施例１と同様にして、ＩＰＢＣを内包するマイクロカプセル（平均粒子径１０μｍ、
被膜の厚さ０．５μｍ）を含有する木材保存剤（ＩＰＢＣ４重量％含有）を得た。
【００６５】
　実施例４
　上記ＩＰＢＣ３０％溶液に対するＩＰＤＩ系ポリイソシアネートの配合量を９３．９ｇ
とし、上記分散液に対するジエチレントリアミンの滴下量を３．５５ｇとしたこと以外は
、実施例１と同様にして、ＩＰＢＣを内包するマイクロカプセル（平均粒子径１０μｍ、
被膜の厚さ０．６μｍ）を含有する木材保存剤（ＩＰＢＣ４重量％含有）を得た。
【００６６】
　比較例１
　ＩＰＢＣ４ｇと、アジピン酸ジイソノニル３５ｇと、ジエチレングリコールモノメチル
エーテル３５ｇと、なたね油１０ｇと、ポリオキシアルキレンアルキルエーテル１６ｇと
を配合し、均一に溶解させて、ＩＰＢＣを４重量％含有する乳剤からなる木材保存剤を得
た。
【００６７】
　防腐試験
　社団法人日本木材保存協会規格の「表面処理用木材防腐剤の室内防腐効力試験方法およ
び性能基準（ＪＷＰＳ－ＦＷ－Ｓ．１）」の規定に準じて、実施例１～４および比較例１
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の木材保存剤についての防腐効力試験を実施した。
　試験の実施にあたって、上記木材保存剤は、いずれも４倍水希釈液として使用し、耐候
操作は、揮散操作のみとした。試験に使用した木材片と供試菌との組み合わせは、スギ（
オオウズラタケ）、ブナ（カワラタケ）およびアカマツ（ナミダタケ）の３通りとした。
【００６８】
　防腐効力の評価は、木材片（処理試験体）の平均質量減少率が３％未満の場合を◎、３
％以上５％未満の場合を○、５％以上１０％未満の場合を△、１０％以上の場合を×とし
た。
　防カビ試験
　社団法人日本木材保存協会規格の第２号「木材用防かび剤の防かび効力試験方法」の規
定に準じて、実施例１～４および比較例１の木材保存剤についての防カビ効力試験を実施
した。
【００６９】
　試験の実施にあたって、上記木材保存剤は、いずれも４倍水希釈液として使用した。
　防カビ効力の評価は、木材片（処理試験体）にかびの発育が全く認められなかった場合
を「０」、木材片の側面のみにかびの発育が認められた場合を「１」、木材片の上面面積
の１／３以下にかびの発育が認められた場合を「２」、木材片の上面面積の１／３以上に
かびの発育が認められた場合を「３」とした。
【００７０】
　耐揮散性試験
　ベイツガ（柾目、年輪３～６個／ｃｍ、比重０．４０～０．４２ｇ／ｃｍ3、年輪角度
約４５度、含水率８～１０％）に対して、実施例１～４および比較例１の木材保存剤の４
倍水希釈液を、約２００ｇ／ｍ2塗布した後、４０℃の乾燥機中に１ヶ月間保管した。１
ヶ月後、乾燥機から取り出したベイツガから有効成分を抽出して、定量分析を実施するこ
とにより、有効成分の残存率（％）を算出した。
【００７１】
　上記各試験の結果を表１に示す。
【００７２】

【表１】

【００７３】
　実施例５
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　上記ＩＰＢＣ３０％溶液に代えて、プロピコナゾール９ｇとアジピン酸ジイソノニル２
１ｇとを配合してなる、プロピコナゾールを３０重量％含有するアジピン酸ジイソノニル
溶液（以下、「プロピコナゾール３０％溶液」という。）を使用したこと以外は、実施例
１と同様にして、プロピコナゾールを内包するマイクロカプセル（平均粒子径１０μｍ、
被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する木材保存剤（プロピコナゾール４重量％含有）を得た
。
【００７４】
　実施例６
　上記ＩＰＢＣ３０％溶液に代えて、上記プロピコナゾール３０％溶液を使用したこと以
外は、上記実施例２と同様にして、プロピコナゾールを内包するマイクロカプセル（平均
粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．２５μｍ）を含有する木材保存剤（プロピコナゾール４
重量％含有）を得た。
【００７５】
　実施例７
　上記ＩＰＢＣ３０％溶液に代えて、上記プロピコナゾール３０％溶液を使用したこと以
外は、上記実施例３と同様にして、プロピコナゾールを内包するマイクロカプセル（平均
粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．５μｍ）を含有する木材保存剤（プロピコナゾール４重
量％含有）を得た。
【００７６】
　実施例８
　上記ＩＰＢＣ３０％溶液に代えて、上記プロピコナゾール３０％溶液を使用したこと以
外は、上記実施例４と同様にして、プロピコナゾールを内包するマイクロカプセル（平均
粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．６μｍ）を含有する木材保存剤（プロピコナゾール４重
量％含有）を得た。
【００７７】
　比較例２
　ＩＰＢＣ４ｇに代えて、プロピコナゾール４ｇを使用したこと以外は、比較例１と同様
にして、プロピコナゾールを４重量％含有する乳剤からなる木材保存剤を得た。
　上記実施例５～８および比較例２の木材保存剤について、上述の防腐試験、防カビ試験
および耐揮散性試験を実施した。
【００７８】
　上記各試験の結果を表２に示す。
【００７９】



(16) JP 4328264 B2 2009.9.9

10

20

30

40

50

【表２】

【００８０】
　実施例９
　ＩＰＢＣ６．７５ｇと、アジピン酸ジイソノニル２３．２５ｇとを配合して、ＩＰＢＣ
を２２．５重量％含有するアジピン酸ジイソノニル溶液（以下、「ＩＰＢＣ２２．５％溶
液」という。）を調製した後、このＩＰＢＣ２２．５％溶液に、ＩＰＤＩ系ポリイソシア
ネート５．３ｇを配合し、均一になるまで攪拌して、油相成分としての油相混合液を得た
。
【００８１】
　次いで、ＰＶＯＨ９ｇと、ナフタレンスルホン酸ホルムアルデヒド縮合物０．２２５ｇ
とを含有する水相成分としての水溶液１３２．５ｇに、上記油相混合液を配合して、常温
下、油相混合液が微小滴として分散するまで、Ｔ．Ｋ．オートホモミキサー（特殊機化工
業（株）製）で攪拌した。ミキサーの回転数は２０００ｍｉｎ-1であった。
　こうして得られた分散液を、７５℃の恒温槽中で３時間緩やかに攪拌させつつ、ジエチ
レントリアミン０．２ｇを滴下して反応させることによって、ＩＰＢＣを含有するマイク
ロカプセル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）の水分散液を得た。
【００８２】
　さらに、反応後の水分散液に、凍結防止剤と、増粘剤と、防腐剤と、水とを配合して、
全体の重量を２２５ｇに調整することによって、ＩＰＢＣを３重量％含有する木材保存剤
を得た。
　比較例７
　上記ＩＰＢＣ２５％溶液の調製に際して、アジピン酸ジイソノニルに代えて、アルキル
ベンゼン２３．２５ｇを使用したこと以外は、実施例９と同様にして、ＩＰＢＣを内包す
るマイクロカプセル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する木材保存
剤（ＩＰＢＣ３重量％含有）を得た。
【００８３】
　比較例８
　上記ＩＰＢＣ２５％溶液の調製に際して、アジピン酸ジイソノニルに代えて、ジフェニ
ルアルカン２３．２５ｇを使用したこと以外は、実施例９と同様にして、ＩＰＢＣを内包
するマイクロカプセル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する木材保
存剤（ＩＰＢＣ３重量％含有）を得た。
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【００８４】
　実施例１０
　上記ＩＰＢＣ２５％溶液の調製に際して、アジピン酸ジイソノニルに代えて、ジイソプ
ロピルナフタレン２３．２５ｇを使用したこと以外は、実施例９と同様にして、ＩＰＢＣ
を内包するマイクロカプセル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する
木材保存剤（ＩＰＢＣ３重量％含有）を得た。
【００８５】
　比較例３
　ＩＰＢＣ３ｇと、アジピン酸ジイソノニル３６ｇと、ジエチレングリコールモノメチル
エーテル３５ｇと、なたね油１０ｇと、ポリオキシアルキレンアルキルエーテル１６ｇと
を配合し、均一に溶解させて、ＩＰＢＣを３重量％含有する乳剤からなる木材保存剤を得
た。
【００８６】
　上記実施例９、実施例１０、比較例３、比較例７および比較例８の木材保存剤について
、これらを３倍水希釈液として使用したこと以外は、上記と同様にして、防腐試験を実施
した。また、３倍水希釈液として使用したこと以外は、上記と同様にして、耐揮散性試験
を実施した。
　さらに、上記実施例９、実施例１０、比較例３、比較例７および比較例８の木材保存剤
の３倍水希釈液を、木材片（処理試験体）に約２００ｇ／ｍ2の割合で塗布した後、これ
をデシケータに収容して、４０℃の環境下にて１日保管した。保管後、デシケータ内の空
気をテトラバッグの中に捕集して臭気試験サンプルとし、５人のパネラーによる臭気官能
試験を実施して、臭気の有無を判定した。
【００８７】
　上記各試験の結果を表３に示す。
【００８８】
【表３】

【００８９】
　実施例１１
　上記ＩＰＢＣ２２．５％溶液に代えて、プロピコナゾール６．７５ｇと、アジピン酸ジ
イソノニル２３．２５ｇとを配合してなる、プロピコナゾールを２２．５％含有するアジ
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したこと以外は、実施例９と同様にして、プロピコナゾールを内包するマイクロカプセル
（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する木材保存剤（プロピコナゾー
ル３重量％含有）を得た。
【００９０】
　比較例９
　上記プロピコナゾール２２．５％溶液の調製に際して、アジピン酸ジイソノニルに代え
て、アルキルベンゼン２３．２５ｇを使用したこと以外は、実施例１１と同様にして、プ
ロピコナゾールを内包するマイクロカプセル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μ
ｍ）を含有する木材保存剤（プロピコナゾール３重量％含有）を得た。
【００９１】
　比較例１０
　上記プロピコナゾール２２．５％溶液の調製に際して、アジピン酸ジイソノニルに代え
て、ジフェニルアルカン２３．２５ｇを使用したこと以外は、実施例１１と同様にして、
プロピコナゾールを内包するマイクロカプセル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１
μｍ）を含有する木材保存剤（プロピコナゾール３重量％含有）を得た。
【００９２】
　実施例１２
　上記ＩＰＢＣ２５％溶液の調製に際して、アジピン酸ジイソノニルに代えて、ジイソプ
ロピルナフタレン２３．２５ｇを使用したこと以外は、実施例１１と同様にして、プロピ
コナゾールを内包するマイクロカプセル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）
を含有する木材保存剤（プロピコナゾール３重量％含有）を得た。
【００９３】
　比較例４
　ＩＰＢＣ３ｇに代えて、プロピコナゾール３ｇを使用したこと以外は、比較例３と同様
にして、プロピコナゾールを３重量％含有する乳剤からなる木材保存剤を得た。
　上記実施例１１、実施例１２、比較例４、比較例９、および比較例１０の木材保存剤に
ついて、これらを３倍水希釈液として使用したこと以外は、実施例１～４の場合と同様に
して、防腐試験を実施した。また、３倍水希釈液として使用したこと以外は、実施例１～
４の場合と同様にして、耐揮散性試験を実施した。さらに、上記と同様にして、臭気試験
を実施した。上記各試験の結果を表４に示す。
【００９４】



(19) JP 4328264 B2 2009.9.9

10

20

30

40

50

【表４】

【００９５】
　実施例１３
　アジピン酸ジイソノニル６６０ｇと変性ポリウレタン４０ｇとを配合し、均一になるま
で攪拌した後、クロチアニジン３００ｇを配合して、Ｔ．Ｋ．オートホモディスパー（特
殊機化工業（株）製）で攪拌することによって、クロチアニジンを３０重量％含有するス
ラリー液（以下、「クロチアニジン３０％スラリー液」という。）を得た。このクロチア
ニジン３０％スラリー液を、ビーズミル（ガラスビーズ径０．７５ｍｍ、「ダイノーミル
　ＫＤＬ　Ａ型」）で、２０分間湿式粉砕した。湿式粉砕後のスラリー液中でのクロチア
ニジンの平均粒径は８４０ｎｍであった。
【００９６】
　一方、ＩＰＢＣ２５ｇとアジピン酸ジイソノニル７５ｇとを配合して、ＩＰＢＣを２５
重量％含有するアジピン酸ジイソノニル溶液（以下、「ＩＰＢＣ２５％溶液」という。）
を調製した。
　次いで、上記クロチアニジン３０％スラリー液２．２５ｇと、上記ＩＰＢＣ２５％溶液
２７．７５ｇと、ＩＰＤＩ系ポリイソシアネート５．３ｇとを配合し、均一になるまで攪
拌して、油相成分としての混合液を得た。
【００９７】
　次に、ＰＶＯＨ９ｇと、ナフタレンスルホン酸ホルムアルデヒド縮合物０．２２５ｇと
を含有する水相成分としての水溶液１３２．５ｇに、上記混合液を配合し、常温下、上記
混合液が微小滴として分散するまで、Ｔ．Ｋ．オートホモミキサー（特殊機化工業（株）
製）で攪拌した。ミキサーの回転数は２０００ｍｉｎ-1であった。
　こうして得られた分散液を、７５℃の恒温槽中で３時間緩やかに攪拌させつつ、ジエチ
レントリアミン０．２ｇを滴下して反応させることによって、上記クロチアニジンとＩＰ
ＢＣとを内包するマイクロカプセル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）の水
分散液を得た。
【００９８】
　さらに、反応後の水分散液に、凍結防止剤と、増粘剤と、防腐剤と、水とを配合して、
全体の重量を２２５ｇに調整することによって、クロチアニジンを０．３重量％と、ＩＰ
ＢＣを３重量％含有する木材保存剤を得た。
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　比較例１１
　上記クロチアニジン３０％スラリー液および上記ＩＰＢＣ２５％溶液の調製に際して、
アジピン酸ジイソノニルに代えて、アルキルベンゼンを使用したこと以外は、実施例１３
と同様にして、クロチアニジンとＩＰＢＣとを内包するマイクロカプセル（平均粒子径１
０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する木材保存剤（クロチアニジン０．３重量％、
ＩＰＢＣ３重量％含有）を得た。
【００９９】
　比較例１２
　上記クロチアニジン３０％スラリー液および上記ＩＰＢＣ２５％溶液の調製に際して、
アジピン酸ジイソノニルに代えて、ジフェニルアルカンを使用したこと以外は、実施例１
３と同様にして、クロチアニジンとＩＰＢＣとを内包するマイクロカプセル（平均粒子径
１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する木材保存剤（クロチアニジン０．３重量％
、ＩＰＢＣ３重量％含有）を得た。
【０１００】
　実施例１４
　上記クロチアニジン３０％スラリー液および上記ＩＰＢＣ２５％溶液の調製に際して、
アジピン酸ジイソノニルに代えて、ジイソプロピルナフタレンを使用したこと以外は、実
施例１３と同様にして、クロチアニジンとＩＰＢＣとを内包するマイクロカプセル（平均
粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する木材保存剤（クロチアニジン０．３
重量％、ＩＰＢＣ３重量％含有）を得た。
【０１０１】
　比較例５
　クロチアニジン０．３ｇと、ＩＰＢＣ３ｇと、アジピン酸ジイソノニル３５ｇと、Ｎ－
メチル－２－ピロリドン４５．７ｇと、ポリオキシアルキレンアルキルエーテル１６ｇと
を配合し、均一に溶解させて、クロチアニジンを０．３重量％と、ＩＰＢＣを３重量％含
有する乳剤からなる木材保存剤を得た。
【０１０２】
　上記実施例１３、実施例１４、比較例５、比較例１１および比較例１２の木材保存剤に
ついて、これらを３倍水希釈液として使用したこと以外は、実施例１～４の場合と同様に
して、防腐試験を実施した。また、３倍水希釈液として使用したこと以外は、実施例１～
４の場合と同様にして、耐揮散性試験を実施した。さらに、上記実施例１３、実施例１４
、比較例５、比較例１１および比較例１２の木材保存剤について、上記と同様にして、臭
気試験を実施した。
【０１０３】
　防蟻試験
　（社）日本木材保存協会規格の「表面処理用木材防腐剤の室内防蟻効力試験方法および
性能基準（ＪＷＰＳ－ＴＷ－Ｓ．１）」の規定に準拠して、実施例１３、実施例１４、比
較例５、比較例１１および比較例１２の木材保存剤についての防蟻効力試験を実施した。
　試験の実施にあたって、上記木材保存剤は、いずれも３倍水希釈液として使用し、耐候
操作は、溶脱操作と揮散操作とを交互に１０回繰り返した。供試虫にはイエシロアリを使
用し、木材片（処理試験体）にはクロマツ、アカマツおよびスギの３種を使用した。
【０１０４】
　防蟻効力の評価は、木材片（処理試験体）の平均質量減少率が３％未満ものを◎、３～
５％のものを○、５～１０％のものを△、１０％以上のものを×とした。
　上記各試験の結果を表５に示す。
【０１０５】
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【表５】

【０１０６】
　実施例１５
　上記ＩＰＢＣ２５％溶液に代えて、プロピコナゾール２５ｇとアジピン酸ジイソノニル
７５ｇとを配合してなる、プロピコナゾールを２５重量％含有するアジピン酸ジイソノニ
ル溶液（以下、「プロピコナゾール２５％溶液」という。）を使用したこと以外は、実施
例１７と同様にして、クロチアニジンとプロピコナゾールとを内包するマイクロカプセル
（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する木材保存剤（クロチアニジン
０．３重量％、プロピコナゾール３重量％含有）を得た。
【０１０７】
　比較例１３
　上記クロチアニジン３０％スラリー液および上記プロピコナゾール２５％溶液の調製に
際して、アジピン酸ジイソノニルに代えて、アルキルベンゼンを使用したこと以外は、実
施例１５と同様にして、クロチアニジンとプロピコナゾールとを内包するマイクロカプセ
ル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する木材保存剤（クロチアニジ
ン０．３重量％、プロピコナゾール３重量％含有）を得た。
【０１０８】
　比較例１４
　上記クロチアニジン３０％スラリー液および上記プロピコナゾール２５％溶液の調製に
際して、アジピン酸ジイソノニルに代えて、ジフェニルアルカンを使用したこと以外は、
実施例１５と同様にして、クロチアニジンとプロピコナゾールとを内包するマイクロカプ
セル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する木材保存剤（クロチアニ
ジン０．３重量％、プロピコナゾール３重量％含有）を得た。
【０１０９】
　実施例１６
　上記クロチアニジン３０％スラリー液および上記プロピコナゾール２５％溶液の調製に
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際して、アジピン酸ジイソノニルに代えて、ジイソプロピルナフタレンを使用したこと以
外は、実施例１５と同様にして、クロチアニジンとプロピコナゾールとを内包するマイク
ロカプセル（平均粒子径１０μｍ、被膜の厚さ０．１μｍ）を含有する木材保存剤（クロ
チアニジン０．３重量％、プロピコナゾール３重量％含有）を得た。
【０１１０】
　比較例６
　ＩＰＢＣ３ｇに代えて、プロピコナゾール３ｇを使用したこと以外は、比較例５と同様
にして、クロチアニジンを０．３重量％と、プロピコナゾールを３重量％含有する乳剤か
らなる木材保存剤を得た。
　上記実施例１５、実施例１６、比較例６、比較例１３および比較例１４の木材保存剤に
ついて、これらを３倍水希釈液として使用したこと以外は、実施例１～４の場合と同様に
して、防腐試験を実施した。また、３倍水希釈液として使用したこと以外は、実施例１～
４の場合と同様にして、耐揮散性試験を実施した。さらに、上記実施例１５、実施例１６
、比較例６、比較例１３および比較例１４の木材保存剤について、上記と同様にして、防
蟻試験と臭気試験とを実施した。
【０１１１】
　上記各試験の結果を表６に示す。
【０１１２】
【表６】



(23) JP 4328264 B2 2009.9.9

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ａ０１Ｐ   3/00     (2006.01)           Ａ０１Ｐ   3/00    　　　　          　　　　　
   Ａ０１Ｐ   7/04     (2006.01)           Ａ０１Ｐ   7/04    　　　　          　　　　　

(56)参考文献  特開２００３－１０４８０２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－１１４６０８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－０９５６２１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－１８７４０１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－３００１２６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特許第３７０９１９５（ＪＰ，Ｂ２）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ａ０１Ｎ　　２５／２８　　　　
              Ａ０１Ｎ　　４３／６５３　　　
              Ａ０１Ｎ　　４７／１２　　　　
              Ａ０１Ｎ　　５１／００　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

